
 

事 務 連 絡  
令和６年３月26日  

 
 
介護サービス事業者（神奈川県が指定権者である 
介護職員等処遇改善加算等対象サービス種別に限る。） 様 

 
 

神奈川県福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課  
 
 

令和６年度介護職員等処遇改善加算等の計画書の提出方法等について 
 

 

本県の高齢者福祉行政の推進につきましては、日頃から御協力いただき厚くお礼申し上

げます。 

さて、令和６年度介護職員等処遇改善加算等の計画書の提出方法等について次のとおり

お知らせいたします。内容を御確認のうえ、提出するようお願いします。 
なお、横浜市、川崎市、相模原市及び横須賀市に所在する事業所・施設、地域密着型サ

ービス事業所・施設並びに総合事業の事業所については、指定権者である各市町村が定め

る方法により当該各市町村あてに提出してください。 

 

１ 様式等掲載場所 

ウェブサイト「介護情報サービスかながわ」 

→ 書式ライブラリー 

→ ０.介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベー

スアップ等支援加算 

→ 令和６年度介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職

員等ベースアップ等支援加算  

https://kaigo.rakuraku.or.jp/search-library/lower-3-3.html?topid=19&id=90848 

 

２ 介護報酬改定に伴う改定事項等 

  詳細については次の厚生労働省からの通知等を御確認ください。これらは上記の様式

等掲載場所に掲載しています。 

  ・ 事業所向けリーフレット 

  ・ 制度概要・全体説明資料 

  ・ 詳細説明資料 

  ・ 介護職員処遇改善加算等に関する基本的考え並びに事務処理手順及び様式例の提

示について 

   ※ 計画書等の作成前に必ず御確認ください。 

 

３ 本加算を活用した処遇改善の実施に関する問合せ先 

介護職員等処遇改善加算等 厚生労働省相談窓口 

電話番号：050－3733－0222（受付時間：９：00～18：00（土日含む）） 



 

４ 提出書類・期限 

R6.3 時

点の旧

加算取

得状況 

取得時期 

提出期限 
届出書・体制

等状況一覧表

の提出要否 
計画書 

届出書・体制等状況

一覧表 

算 定 し

ている 

令和６年 

４月・５月

分 

4/15（月）まで 4/15（月）まで 【必要】 

区分変更する

場合 

【不要】 

区分変更が生

じない場合 

令和６年 

６月分～ 

4/15（月）まで 

※6/15 まで変更を

受付ます 

【居宅系サービス】 

5/15（水）まで 

 
【施設系サービス

(短期入所、特定施

設含む)】 

6/1（土）まで 

【必要】 

全ての事業所 

 

※例年は、区

分の変更がな

い場合は届出

書等の提出は

不要ですが、

今回は新加算

を取得する全

ての事業所が

届出書等を提

出する必要が

あります。 

算 定 し

て い な

い 

令和６年 

４月・５月

分～ 

（旧３加算

を 新 規 取

得） 

4/15（月）まで 

 

【居宅系サービス】 

4/15（月）まで 

 
【施設系サービス

(短期入所、特定施

設含む)】 

5/1（水）まで 

【必要】 

全ての事業所 

令和６年 

６月分～ 

（新加算を

新規取得） 

【居宅系サービ

ス】 

算定を開始する月

の前月 15日まで 

 
【施設系サービス

(短期入所、特定

施設含む)】 

算定を開始する当

月の 1日まで 

【居宅系サービス】 

算定を開始する月の

前月 15 日まで 

 
【施設系サービス

(短期入所、特定施

設含む)】 

算定を開始する当月

の 1日まで 

【必要】 

全ての事業所 

 

５ 提出書類詳細 

書類名 説  明 

（別紙様式２） 

処遇改善計画書（令和６

年度） 

・通常の処遇改善計画書様式です。 

・４、５月分、６月以降分が１つのファイル内にまと

まった計画書になっています。 

・要件を満たす場合、本様式ではなく、「（別紙様式



 

６）（小規模事業者用）処遇改善計画書（令和６年

度）」または「（別紙様式７）（加算未策定事業者

用）処遇改善計画書・実績報告書（令和６年度）」の

いずれかで提出可能です。 

（別紙２） 

介護給付算定に係る届出

書 

・令和６年３月時点で旧３加算を取得しており、令和

６年４月・５月分についても旧３加算の区分に変更が

ない場合は提出不要です。 

・令和６年４月・５月分から新規取得する場合や旧３

加算の区分変更する場合は必須です。 

・令和６年６月以降加算を取得する場合は提出必須で

す。 

（別紙１－１・１－２） 

体制等状況一覧表（居

宅・予防） 

・令和６年３月時点で旧３加算を取得しており、令和

６年４月・５月分についても旧３加算の区分に変更が

ない場合は提出不要です。 

・令和６年４月・５月分から新規取得する場合や旧３

加算の区分変更する場合は必須です。 

（別紙１－１－２、別紙

１－２－２）介護給付費

算定に係る体制等状況一

覧表（居宅・予防） 

・令和６年６月以降加算を取得する場合は提出必須で

す。 

（別紙様式６） 

（小規模事業者用）処遇

改善計画書（令和６年

度） 

・要件を満たす場合に利用できる計画書様式です。 

・一括で申請する事業所数が 10 以下の事業者が対象

です。 

※11 以上の事業所を一括で申請する場合や、令和６

年度中に加算区分を変更する場合は、別紙様式２を用

いる必要がある。 

・事業所個票を簡素化した様式を新設。 

・移行先の加算区分の選定を補助する機能を整備 。 

（別紙様式７） 

（加算未策定事業者用）

処遇改善計画書・実績報

告書（令和６年度） 

・要件を満たす場合に利用できる計画書様式です。 

・令和５年度に処遇改善加算等を算定しておらず、令

和６年度から新規に処遇改善加算を算定する事業所が

対象です。 

・記入事項を大幅に簡素化した様式を新設。 

・１様式で原則１事業所まで・ 

・６月以降、新加算Ⅲ・Ⅳを算定する場合のみ活用

可。 

※新加算Ⅰ・Ⅱを算定する場合や、令和６年度中に

加算区分を変更する場合は、別紙様式２を用いる必要

がある。  

 ※提出書類は上記の様式等掲載場所からダウンロードしてお使いください。 

 

６ 提出方法 

  計画書と届出書等で提出窓口が異なります。次のとおり提出をお願いします。 

  なお、郵送やメールでの提出は受け付けていません。 

 

(1) 計画書 

 ア 対象書類 

   ・ （別紙様式２）処遇改善計画書（令和６年度） 

   ・ （別紙様式６）（小規模事業者用）処遇改善計画書（令和６年度） 



 

   ・ （別紙様式７）（加算未策定事業者用）処遇改善計画書・実績報告書（令和６

年度） 

 

  イ 提出方法 

   次のＵＲＬから提出をお願いします。 

   https://kourei.kanafuku-sinsei.jp 

   ※ システムの操作方法等は「令和６年度介護職員処遇改善等加算申請システム 

申請者様向け操作マニュアル」を御確認ください。（上記の様式等掲載場所に掲

載しています。） 

 

  ウ 受付開始日 

   令和６年４月１日（月） 

 

(2) 届出書・体制等状況一覧表 

 ア 対象書類 

   ・ （別紙２）介護給付算定に係る届出書 

   ・ （別紙１－１・１－２）体制等状況一覧表（居宅・予防） 

・ （別紙１－１－２、別紙１－２－２）介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

（居宅・予防） 

 

  イ 提出方法 

   次のＵＲＬから提出をお願いします。 

    

   (ｱ) 令和５年度以前から処遇改善加算等を取得しており令和６年度も継続して取 

得する場合（継続） 

https://dshinsei.e-kanagawa.lg.jp/140007-u/offer/offerList_detail?tempSeq=70221 

 

(ｲ) 令和６年度から新規に取得する場合、該当する加算の区分に変更が生じた場

合（新規申請・区分変更） 

https://dshinsei.e-kanagawa.lg.jp/140007-u/offer/offerList_detail?tempSeq=70223 

 

   ※ システムの操作方法等は「令和６年度処遇改善加算等「届出書・体制等状況一

覧表」申請フォーム操作マニュアル（e-kanagawa）」を御確認ください。（上記

の様式等掲載場所に掲載しています。） 

 

  ウ 受付開始日 

   令和６年４月１日（月） 

 

７ 提出に関する問合せ先 

  公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 処遇改善加算等事務局 

電話：０４５－６８１－８４３４ 

Ｅメール：shogu@kanafuku.jp 

 


